
岡 情 審 査 第 ５ １ 号

平成２９年１０月１３日

 岡山市長  大 森 雅 夫 様

      岡山市行政不服・情報公開・個人情報保護審査会

      会 長         小  山  正  善 

岡山市個人情報保護条例第１７条の規定に基づく諮問について（答申）

 平成２８年１２月１９日付け岡北総第４６６－１号による下記の諮問につ

いて、別紙のとおり答申します。

境界確定協議書（〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇）の①受付簿、②決 

裁簿、③法務局提出簿、④法務局申請文書の保有個人情報開示請求に対する一 

部開示決定に係る審査請求についての諮問 
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別 紙

答申第１２０号

第１ 審査会の結論                         

  本件保有個人情報の開示請求に対して、岡山市長（以下「実施機関」

 という。）が行った一部開示決定は妥当である。 

第２ 審査請求及び諮問の経緯

１ 本件審査請求人（以下「請求人」という。）は、平成２８年２月１９日付

けで、実施機関に対し、岡山市個人情報保護条例（平成１２年市条例第３４

号。以下「条例」という。）第１１条１項の規定に基づき、境界確定協議書

（〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇）の①受付簿（以下「本件公文書①」

という。）、②決裁簿（以下「本件公文書②」という。）、③法務局提出簿（以

下「本件公文書③」という。）、④法務局申請文書（以下「本件公文書④」と

いう。）の保有個人情報開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。    

なお、本件請求の対象となる保有個人情報とは、実施機関の職員が職務上

作成し、又は取得した個人情報であって、当該実施機関の職員が組織的に利

用するものとして、当該実施機関の公文書に記録されているものである。

２ 本件請求に対し、実施機関は、同年４月１８日付けで、本件公文書①

及び本件公文書②については、請求人以外の第三者の個人情報に該当す

る部分について、開示することにより第三者の権利利益を侵害するおそ

れがあることから、条例第１１条第３項第３号に該当するとして非開示

とし、本件公文書③及び本件公文書④については、作成しておらず不存

在として非開示とする一部開示決定を行った。 

３ 上記決定を受けた請求人は、実施機関に対し、平成２８年７月１９日

付けで、本件公文書③及び本件公文書④について開示を求める審査請求

（以下「本件審査請求」という。）を行った。 

４ 実施機関は、同年１２月１９日付けで、本件審査請求の取扱いについ

て、条例第１７条の規定に基づき、当審査会に諮問を行った。
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第３ 請求人及び実施機関の主張の要旨 

１ 請求人の主張要旨                       

   本件審査請求に係る境界確定協議書（以下「本件境界確定協議書」と

  いう。）は、請求人がこれまで使用していた共通路を、同地に隣接する

  工事業者が自社の私道として分筆登記する際、実施機関から法務局へ提

  出されたものと考えられる。この確認のため、本件公文書③及び本件公

  文書④の開示を求める。                     

 ２ 実施機関の主張要旨

 境界確定協議書は、通常は分筆登記を行う者が申請者となり、境界立

  会及び確認を行った上で、その書類を添付して法務局へ提出するもので

  ある。実施機関は、本件境界確定協議書を法務局へ提出していない。この

  ため、本件公文書③及び本件公文書④については作成していない。

第４ 審査会の判断

   実施機関と申立人との間における本件の争点に関し、当審査会は、本

件公文書③及び本件公文書④を非開示とした決定について、以下のとお

り判断する。                 

１ 本件境界確定協議書について  

  本件境界確定協議書は、実施機関において、請求人からの申請により、 

実施機関が管理する水路とこれに隣接する請求人の所有する土地との境 

界を明らかにするため、必要な土地の調査及び隣接土地所有者等立会いの

下で境界確認を行った後、市長印を押印の上で請求人に交付したものであ 

る。 

２ 本件公文書の不存在について                                 

開示請求の対象となる公文書については、条例第２条第２号において、実

施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書であって、当該実施機関の

職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が保有しているものと規定

されている。                            

 請求人は、本件境界確定協議書について、自身がこれまで使用していた

共通路を、同地に隣接する工事業者が自社の私道として分筆登記する際、
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実施機関から法務局へ提出されたと主張している。  

しかし、境界確定協議書は、土地の分筆登記を行う者が、登記申請を行

う際の添付書類として法務局へ提出するものである。

実施機関は請求人の主張する分筆登記を行っていないことから、本件境

界確定協議書を法務局へ提出していないと説明しており、この実施機関の

説明に不合理な点は認められない。

以上のことから本件公文書③及び本件公文書④について、作成しておら

ず不存在として非開示とした一部開示決定は妥当である。

３ 結論                             

  以上の理由により、当審査会は、「第１ 審査会の結論」のとおり判

断するものである。 

第５ 審査会の処理経過

  当審査会における処理経過は次のとおりである。

    年 月 日      処 理 内 容

平成２８年１２月１９日 諮問書の収受

 平成２９年 １月２０日 審議

 平成２９年 ２月２４日 請求人口頭意見陳述並びに審議

 平成２９年 ３月１７日 審議

 平成２９年 ６月１９日 審議

 平成２９年 ７月２４日 審議

 平成２９年１０月１３日 答申


